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一般質問の通告書
 次のとおり通告いたします。
	質問事項
	質問要旨（内容は、具体的に記載すること）
	質問の相手

	職員採用等について
新過疎法になって企業誘致等の取り組みについて
	市職員採用において、最近募集しても応募がない、また、応募があっても採用がない職種がある。最近募集しても応募がない、また、応募があっても採用がない職種があります。
他の職種も予定通りの人数確保ができておらず、採用の基準そのものの検討や工夫が必要と考えるが市長に伺う。
市職員採用については、民間会社の採用のように、大学や専門学校へ募集しているのか、していないのであれば考える必要があると思うが市長に伺う。

一般職採用された者の中から、土木・建築の講座を受講したり、勉強したい希望があったりした場合、その研修期間は勤務体系や受講料等の支援をしていく必要があると思うが市長に伺う。
　合格通知をしても辞退する事例や採用されてから数年しか経っていない職員が退職する事例があるが、原因等の検証等はしているのか、今後に活かせると考えるが市長に伺う。
新過疎法の施行にともない、法の失効期限までの１０年間のうち、５年間の過疎地域持続的発展計画を策定し、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固定資産税の特例に関する条例について議会に上程され、可決したところであります。今回、固定資産税の特例に関する条例制定の提案理由の中で説明があったように、固定資産税の課税免除等に伴う減収補てん措置は、対象事業に新たに情報サービス業等が追加され、資本金の規模に応じて取得価格要件が引き下げられました。過疎地域持続的発展計画の中にも「しごとをつくり、安心して働ける環境を創る」ことがうたわれています。私は今までに企業誘致や起業関係について、また工業団地等を有利な制度を活用して取り組むべきであると提案をしてきました。今後どのように取り組んでいくのか市長に伺う。
今までに、現在の制度の中で提案や取り組みについて質問を行ってきましたが、これを機に、市の産業振興及び企業立地促進に関する条例やそれに関連する規則や要綱等を見直してはどうかと考えるが市長に伺う。
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